（法第２８条第１項関係）
２０１３年度事業報告書
　　　　　　　　　特定非営利活動法人京都教育サポートセンター
１　事業の成果

　当法人は、設立１２年目の事業年度を迎え、1年間活動してきた。２０１３年度の事業における成果としては、前年度同様、不登校・引きこもり状態であった若者たちが、本事業所に通えるようになったことだけでも大きな成果といえる。さらにその中から将来に対する自分の目標を見つけ、高校・大学・専門学校への進学等を成し遂げた者も現れ（今年度は大学進学２名専門学校進学２名）うれしいことであった。また、精神障害者社会適応訓練を受け始めた者も現れて少しずつではあるけれど社会貢献ができているのではないかと感じられた。
　また、２００９年度から始めたフリースクール事業を総称した自立支援プログラム「アポロ」は、不登校・ひきこもり経験者等の若者が、月内でいくつか決めて実施しているプログラム活動や単発的または継続的に実施しているレクリエーションイベントを通して、人と関わることを経験しながら学びを得て将来へ向けた活力へつなげていくことを目的として活動している。

２０１３年度のアポロ活動は定期的に実施した食事交流会（毎月第４土曜日）・パレット河原町清掃活動（毎月第２金曜日）・手芸やアクセ作りの活動「ものづくりかふぇ」（毎月第２金曜日）をはじめとして、年間通して様々なレクリエーションイベント（フリーマーケット参加・ピクニック・料理教室・ゲーム会・クリスマス会・学区民体育祭・野球大会参加・大清掃・年度末パーティなど）を行った。参加者は、準備・片づけを含めてイベント全体を通して、人との協調・人との関わりを参加するごとに何か学び・気づきを得て少しずつ成長していったと感じた。「アポロ」活動も５年目に入り、少しずつではあるが、充実してきたと思われる。そして、２０１３年度では京都市による「平成２５年度NPO等民間団体の子ども・若者支援促進事業」の助成を2011・２０１２年度に引き続き受け、当所の利用生だけでなく、利用生以外からの参加が増えて充実した事業となった。
２０１４年度は京都市の助成が終わった「アポロ」活動をきちんと自主運営で安定して継続させ、さらに参加者を様々に集めて、さらなる活動の幅を広げていきたいと考える。

学習支援事業においては、２０１２年４月より京都大学発達障害支援センターの正高信男教授のもとで開発された発達障害向け学習支援ソフトを用いて、発達障害の小学校低学年を対象とした「ことばのがくしゅう」が２年目に入り、１年間無事に実施することができた。これにより既存の個別指導学習サポートも広がりを見せ、様々な状況の利用生へのサポートが広がった。
２０１３年度の相談事業では９月１日２９日では近畿大学福岡高等学校との連携で相談会を実施し、１２月７日には京都市ユースサービス協会主催の交流会で不登校・ひきこもりなどに悩むご家族の相談や交流をすることができた。また事業所通常運営時は随時相談を受け付けており、たくさんの相談を受けた。さらに京都市ユースアクションプラン認証を2013年冬に受けて実施した。

２０１３年度の収支と課題を記述する。２０１３年度も、昨年度同様ボランティアスタッフを募り、人件費等を削減しての運営であったが、201２年度よりも赤字が大きくなる結果となった。この赤字もさながら、現在当所の債務は全部、運営側（現在・過去問わず）の持ち出しによる負債がたくさん残っていることに対して、今後少しずつでも負債を減らすことも目標に２０１３年度も運営していかなければならないと考える。さらに、この不登校ひきこもりの若者をサポートする上で、スタッフの負担は小さいわけではなく、ボランティアだけで活動するには限界があると思われ、人件費として、きちんとお支払いできるくらいの収入にしていくことを目標とした課題は今年度も達成できず、さらなる課題として引き続き、２０１４年度も課題とする。

また利用生数は２０１３年度は改善が見られ、期首時の人数に比べて期末には１割程度増加した。そして、利用生徒数のみならず、問い合わせ数もまだ運営としての不足していることは明らかである。したがって２０１４年度も引き続き、新規の利用生を獲得して運営の安定を目指さなければならない。そして、不登校・引きこもりという若者の数が減少したわけではないことから需要の数に対して、例年の当法人の課題である、当法人の認知度、プログラムの魅力向上を目指して、今後の努力が一層必要である。

まとめとして、２０１４年度への改善点と目標を記述する。第一には、２０１４度も引き続き、営業や広報に力を入れ（2013年度に初めてユースアクションプラン認証をいただいた事業を実施したので１４年度ではこれをもっと活用したいと考える）、当法人の認知度を高め、一人でも多くの若者のサポートを行うこと。第二に進学や社会的自立につながっていくためのコンテンツの充実化を１３年度以上に行う（「アポロ」活動と目標を見つけた者に対する学習サポート・就労支援の充実）。第三には、当事務所に通える若者だけでなく、引きこもり・若年無業者（ニート）とその保護者への対応もさらに強化し、さらに広汎性発達障害などの特性がはっきりとしている若者のサポートも可能な限り行っていき、その上で相談活動・家庭訪問なども積極的に行う。さらに第四として、２００６年度から京都府ひきこもり支援ネットワークが構成され、ポータルサイトなども運営されている事に当法人も積極的に参加し、京都府・他の団体との連携を深め、意見交換・情報交換などを継続して行いながら、当法人のさらなる活性化に役立てていきたい。そして、2011年度下半期から２０１３年度と京都市からの「NPO等民間団体の子ども・若者支援促進事業」助成を受けたことによって京都市の関係機関といろいろ情報交換などを行うことが活発になってきたので、２０１３年度も引き続き情報交換や連携をしていきたいと考える。

２　事業の実施に関する事項
　(1) 特定非営利活動に係る事業
	事業名
	事　業　内　容
	実施
日時
	実施
場所
	従事者

の人数
	受益対象者
の範囲及び
人　　　数
	支出額
(千円)

	不登校等の青少年に対する総合的な学習支援事業
	· 不登校の状態で学力不振の状態にある生徒等に対する学習指導の教室設置および運営

· 不登校の状態にある生徒等に対する家庭学習指導員の派遣による訪問支援

· フリースペースを提供し、不登校等の状態にある生徒等に対して、自立した社会生活を目指すための総合支援活動

· 社会的自立へ向けた社会性の向上を目的とした総合プロジェクト活動

· 環境整備目的の総合的活動
	随時

随時

毎週火曜日から土曜9時半～1８時

随時
毎月第２金曜日
	事務所

京都府下

事務所

事務所

周辺施設など

商店街周辺
	２０
２
２０
２０
２
	生徒３５
生徒２
生徒３５
外部８
生徒３５
外部８
生徒２
	８９５
事業合計

　



	不登校等の青少年の国際交流に関する事業
	· 外国人講師を招き外国文化の理解および英会話の学習支援を目指す「国際理解教室」
	実施できず


	事務所


	０


	現在実施できていない

	０



	不登校等の青少年に対するレクリエーション事業
	· ボーリング大会・合宿・映画鑑賞会・クリスマスパーティなどのイベントの実施

自立支援活動「アポロ」
	随時


	事務所

京都府下


	２０

	生徒３５
外部１０

	学習支援事業に込

	不登校等になった青少年に関する相談及び支援事業
	· 不登校等の状態にある生徒の保護者に対する相談

· 不登校等の状態にある生徒の保護者に対する相談会

・不登校・ひきこもりの状態にある若者に対する本人または保護者に対しての家庭訪問（相談）活動

・他団体などの主催による相談会等への参加
	随時

９月１日
９月２１日～２３日
３月２１日～２３日

９月２９日
	事務所

中京青少年活動センター

京都アートフリマに出展

京都府下

近大会館
	３

２

５
１
	保護者７０
保護者３
保護者２
本人２

保護者１
	０

管理費のみ

１

０

管理費のみ

０

管理費に計上
０

管理費に計上


